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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　近位側ねじを有するハンドルと、
　前記ハンドルに結合される外側本体と内側本体とを有するカテーテル構造体と、
　前記外側本体に結合され、内部に遠位側ねじが固定される拡張可能構造体と、
　前記内側本体内に配置され、前記近位側ねじに係合するようになった第１のねじ部と前
記遠位側ねじに係合するようになった第２のねじ部とを有するガイドワイヤと、
を備える再利用可能なツール。
【請求項２】
　前記ハンドルは、回転可能キャップを更に備え、該回転可能キャップの回転は、ガイド
ワイヤにトルクを伝達して、第２のねじ部を前記遠位側ねじと係合するようになっている
、請求項１に記載のツール。
【請求項３】
　前記ガイドワイヤは、前記ツールから引き戻され、前記回転可能キャップによって回転
されることで、前記第１のねじ部が前記近位側ねじと係合する、請求項２に記載のツール
。
【請求項４】
　前記第２のねじ部と前記遠位側ねじとの係合は、左回りねじ、及び右回りねじのうちの
いずれかによるものであり、
　前記第１のねじ部と前記近位側ねじとの係合は左回りねじ、及び右回りねじのうちのい
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ずれかによるものである、請求項３に記載のツール。
【請求項５】
　前記ハンドルは、前記ツールへの膨張ポートを提供するｙ形コネクタを備える、請求項
１に記載のツール。
【請求項６】
　加圧流動性媒体は前記膨張ポートに供給され、該加圧流動性媒体は、前記外側本体と前
記内側本体との間の内部通路を通って前記拡張可能構造体を拡張させるようになっている
、請求項５に記載のツール。
【請求項７】
　前記拡張可能構造体は、前記ガイドワイヤの前記第２のねじ部が前記遠位側ねじに係合
した状態で拡張され、前記拡張可能構造体は、流動性媒体による加圧後に、軸方向に沿う
実質的に膨張前の長さＬのままである、請求項６に記載のツール。
【請求項８】
　前記拡張可能構造体は、前記ガイドワイヤを前記ツールから取り除いた状態で拡張され
、前記拡張可能構造体は、流動性媒体による加圧後に軸方向に沿う膨張前の長さよりも大
きい長さＡＬに拡張する、請求項６に記載のツール。
【請求項９】
　前記ガイドワイヤは、前記ツールに再挿入され、前記拡張可能構造体が収縮した後に前
記第２のねじ部が前記遠位側ねじと係合するようになっており、前記ガイドワイヤを引き
戻して前記第１のねじ部を前記近位側ねじと係合させて、実質的に前記拡張可能構造体を
軸方向に沿う膨張前の長さに戻す、請求項８に記載のツール。
【請求項１０】
　前記近位側ねじは、１５－４０ｍｍの間の長さであり、ねじ径は約１．６ｍｍである、
請求項１に記載のツール。
【請求項１１】
　前記遠位側ねじは、２－３ｍｍの間の長さであり、ねじ径は約１．０ｍｍである、請求
項１に記載のツール。
【請求項１２】
　椎体を治療するための再利用可能なツールであって、
　膨張ポート及び近位側ねじを有するハンドルと、
　前記ハンドルに結合されるデュアルルーメンカテーテルであって、外側本体を有してい
るデュアルルーメンカテーテルと、
　前記外側本体に結合され、内部に遠位側ねじが固定されるバルーンと、
　前記デュアルルーメンカテーテルの内側ルーメン内に配置され、前記ハンドルの前記近
位側ねじに係合するようになった第１のねじ部と前記バルーンの前記遠位側ねじに係合す
るようになった第２のねじ部とを有するガイドワイヤと、
を備えるツール。
【請求項１３】
　加圧流動性媒体は前記膨張ポートに供給され、該加圧流動性媒体は、前記デュアルルー
メンカテーテルの外側ルーメンを通って前記バルーンを拡張させるようになっている、請
求項１２に記載のツール。
【請求項１４】
　前記バルーンは、前記ガイドワイヤの前記第２のねじ部が前記遠位側ねじに係合した状
態で拡張され、前記バルーンを軸方向に沿う実質的に未膨張の長さに維持するようになっ
ている、請求項１３に記載のツール。
【請求項１５】
　前記バルーンは、前記ガイドワイヤを前記ツールから取り除いた状態で拡張され、前記
バルーンは、前記流動性媒体による加圧後に軸方向に沿う未膨張の長さから、長さＡＬに
拡張する、請求項１３に記載のツール。
【請求項１６】
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　前記ガイドワイヤは、前記ツールに再挿入され、前記バルーンが収縮した後に前記第２
のねじ部が前記遠位側ねじと係合するようになっており、前記ガイドワイヤを引き戻して
前記第１のねじ部を前記近位側ねじと係合させて、前記バルーンを軸方向に沿う未膨張の
長さに戻す、請求項１２に記載のツール。
【請求項１７】
　前記近位側ねじは、１５－４０ｍｍの間の長さであり、ねじ径は約１．６ｍｍである、
請求項１２に記載のツール。
【請求項１８】
　前記遠位側ねじは、２－３ｍｍの間の長さであり、ねじ径は約１．０ｍｍである、請求
項１２に記載のツール。
【請求項１９】
　椎体を治療するためのツールであって
　本体に配置される膨張ポート、ルーアー接続具、及び近位側ねじを有するハンドルと、
　前記ハンドルのルーアー接続具に取り付くカテーテル本体と、
　前記カテーテル本体に結合され、内部に遠位側ねじが固定されるバルーンと、
　前記近位側ねじに係合するようになった第１のねじ部と前記遠位側ねじに係合するよう
になった第２のねじ部とを有するねじ付きガイドワイヤと、
を備えるツール。
【請求項２０】
　前記バルーンは、前記膨張ポートに供給される加圧流動性媒体によって膨張され、前記
バルーンの収縮後、前記ねじ付きガイドワイヤの前記第２のねじ部は遠位側ねじと係合し
て、前記バルーンを膨張前の軸方向長さに戻すようになっている、請求項１９に記載のツ
ール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多重使用椎骨拡大（ＶＡ）バルーンのための二重ねじ付きガイドワイヤ又は
補強ワイヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　骨粗しょう症は、骨が徐々に弱くなって脆くなる疾患である。未治療のままでは、骨粗
しょう症は、骨が折れるまで痛みを伴わずに進行する場合がある。時として、骨粗しょう
症は、脊椎の圧迫骨折をもたらす可能性がある。これは、脊椎の骨ブロック又は椎体が潰
れる場合に生じる。これは、激しい痛み、変形、及び身長の低下の原因になる。また、神
経圧迫につながる場合もある。
【０００３】
　最近まで、医師による骨粗しょう症に関連する脊椎の骨折を医療する方法は限られてい
た。例えば、典型的な選択肢としては、鎮痛剤、ベッド休養、ブレーシング又は侵襲脊椎
手術を挙げることができる。最近になって、椎体形成術及び椎骨形成術は、圧迫骨折に対
する治療学的及び予防的治療として利用できるようになってきた。椎体形成術は、骨髄穿
刺針をゆっくりと背部の軟組織を貫通させて、少量のポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ
）と呼ばれる整形セメントを椎体に位置決めするようになっている。ＰＭＭＡは、種々の
整形外科手術に何年にもわたって使用されてきた医療グレードの骨セメントである。
【０００４】
　椎骨形成術は、小切開を施して骨折した椎骨空間にカテーテルを置く手術である。骨の
内部に空洞を形成して（例えば、ドリルで）、骨タンピングと呼ばれるバルーンを挿入す
る。バルーンは、カテーテルの中心ルーメンを貫通するガイドワイヤによって支持するこ
とができる。次に、バルーンは、所望の高さに拡張するまで造影剤で膨張させ、収縮させ
て取り除く。バルーンは、拡張して圧迫された骨を正常な位置に戻すと共にセメント用の
空洞を形成するために使用される。次に、バルーンが形成した空洞にはＰＭＭＡを充填し
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て折れた骨を接合することができる。椎骨形成術は、実質的に脊椎の高さを復元するので
、結果的に変形が低減する。
【０００５】
　しかしながら、椎骨形成術カテーテルで利用するバルーンの大部分は、延性（柔軟）材
料で作られている。延性材料は、最初に弾性（可逆性）変形を受け、これに続いて、降伏
点に到達した後に塑性（永久）変形を受ける。従って、バルーンが骨の中で膨張して骨折
を低減する場合、これは何らかの永久変形を受ける（例えば、内部チューブの変形及びバ
ルーンの変形）。従って、バルーンの再膨張が偏る可能性がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ガイドワイヤを再挿入すると、塑性変形が原因でバルーンが長くなることにより、支持
されていない遠位側バルーン部がもたらされることになる。従って、バルーンは、再利用
できないはずである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本明細書は、例えば、マルチレベルの椎骨増強手術におけるカテーテルの多重使用（例
えば、再利用）を可能にするツールを記載する。以下に記載するように、本ツールは、２
つ（又はそれ以上の）ルーメンカテーテルとすることができる、バルーンカテーテルを含
みことができる。外側ルーメンは、バルーンを膨張させるために利用でき、内側ルーメン
は二重ねじ付きガイドワイヤをガイドするために使用できる。ガイドワイヤの遠位側部分
のねじは、カテーテルの内側チューブの内径よりも小さな外径の遠位側ねじ備えることが
できる。ねじ構成（つまり、外径、内径、送り、長さ）は、標準設計（ＩＳＯ、メトリッ
ク）とするか、又はロック機構を可能にする任意の設計とすることができる。ガイドワイ
ヤの遠位側ねじに対する反対側の部品（例えば、遠位側ねじナット）は、カテーテルのバ
ルーンの内部に配置して、内側チューブに結合することができる。また、このナットはバ
ルーン内の放射線不透過性マーカーとして使用できる。
【０００８】
　また、ガイドワイヤは、遠位側ねじの外径よりも大きい外径の近位側ねじを有すること
ができる。ねじ構成（つまり、外径、内径、送り、長さ）は、標準設計（ＩＳＯ、メトリ
ック）とするか、又はロック機構を可能にする任意の設計とすることができる。ガイドワ
イヤの近位側ねじに対する反対側の部品（例えば、近位側ねじナット）は、カテーテルの
ルーアーコネクタ（例えば、バルーン膨張用のコネクタ）の内部に配置して、内側チュー
ブと同軸に位置決めすることができる。近位側ねじナットの長さは、膨張時のバルーンカ
テーテルの変化を考慮して、遠位側ねじナットよりも長くすることができる。
【０００９】
　１つの実施例において、二重ねじ付きガイドワイヤは、膨張時にバルーンに対して結合
したままとすることができ、バルーン及び内側チューブが延びることを防止して実質的に
軸方向の塑性変形を回避する。別の実施例において、二重ねじ付きガイドワイヤは、バル
ーン膨張時にツールから取り除くことができる。その後、二重ねじ付きガイドワイヤをツ
ールに再挿入し、バルーンのねじに係合して、膨張前の普通のバルーン軸方向長さ及び膨
張前の剛性に戻すことができる。従って、軸方向に僅かに塑性変形した状態でカテーテル
長さ及びバルーン長さが保たれるので、最初の使用後、ツールは再挿入して再度使用する
ことができる。
【００１０】
　いくつかの実施例において、近位側ねじを有するハンドルを含む再利用可能なツールが
提供される。外側本体と内側本体とを有するカテーテル構造体を含むことができる。外側
本体はハンドルの接続具に結合される。拡張可能構造体は、外側本体に結合され、内部に
固定される遠位側ねじを有する。ガイドワイヤは、内側本体内に配置することができ、ガ
イドワイヤは、近位側ねじに係合するようになった第１のねじ部と前記遠位側ねじに係合
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するようになった第２のねじ部とを有する。
【００１１】
　他の実施例において、椎体を治療するための再利用可能なツールが提供される。ツール
は、膨張ポート及び近位側ねじを有するハンドルを含むことができる。デュアルルーメン
カテーテルは、ハンドルの接続具と、外側本体に結合されるバルーンとに結合することが
できる。バルーンは、内部に固定される遠位側ねじを有することができる。ガイドワイヤ
は、デュアルルーメンカテーテルの内側ルーメン内に配置することができ、ガイドワイヤ
は、ハンドルの近位側ねじに係合するようになった第１のねじ部及びバルーンの遠位側ね
じに係合するようになった第２のねじ部を有する。
【００１２】
　更に他の実施例において、本体に配置される膨張ポート、ルーアー接続具、及び近位側
ねじを有するハンドルを含む、椎体を治療するためのツールが提供される。カテーテル本
体はハンドルのルーアー接続具に取り付けることができる。バルーンは、カテーテル本体
に結合することができ、バルーンは、内部に固定される遠位側ねじを有する。ツールは、
近位側ねじに係合するようになった第１のねじ部と遠位側ねじに係合するようになった第
２のねじ部を有する二重ねじ付きガイドワイヤを更に含むことができる。
【００１３】
　別の実施例において、カテーテルチューブ組立体を有するツールを用いて骨を治療する
方法が提供され、本方法は、二重ねじ付きガイドワイヤを、軸方向長さＬの拡張可能構造
体の遠位側ねじナットに固定する段階と、拡張可能構造体を骨の内部の第１の場所に配置
する段階とを含む。拡張可能構造体は、骨の治療領域内に空洞を形成するために膨張する
ことができ、その後、拡張可能構造体は収縮して骨の内部から取り除かれる。拡張可能構
造体は、再利用することができ、骨の治療領域又は内部の第２の場所に再挿入することが
できる。
【００１４】
　この要約は、詳細な説明において以下で更に説明する概念の中から選択された内容を簡
易的形式で導入するために提示している。この要約は、請求項に記載される主題の主な特
徴又は重要な特徴を特定することを意図したものではなく、請求項に記載される主題の範
囲を限定するために使用するものでもない。更に請求項に記載される主題は、本開示の何
れかに記載の一部の又は全ての欠点を解消する実施例を限定されるものではない。
【００１５】
　本開示の理解を容易にするために又は本開示を例示するために、例示的な特徴及び実施
例が図面を参照して説明されるが、本開示は厳密な構成及び記載した手段に限定されるも
のではなく、複数の図面において同じ参照符号は同じ構成要素を示すことを理解されたい
。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】バルーン構造体を有す再利用可能なツールの図である。
【図２】図１の再利用可能なツールのカテーテルチューブ組立体の断面図である。
【図３】二重ねじ付きガイドワイヤの追加の詳細部を示す図１の再利用可能なツールの図
である。
【図４】近位側ねじ付きナットの断面図である。
【図５】遠位側ねじ付きナットの断面図である。
【図６】二重ねじガイドワイヤの断面図である。
【図７】二重ねじ付きガイドワイヤが取り付けられたバルーン構造体を膨張させる実施例
を示す。
【図８】図７の実施例を利用する手順の一部として実施される例示的なプロセスの工程流
れ図である。
【図９】バルーン構造体を膨張させる実施例を示し、二重ねじ付きガイドワイヤは、バル
ーン構造体の膨張の間に取り除かれ、バルーン構造体を引き戻すために再挿入される。
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【図１０】図９の実施例を利用する手順の一部として実施される例示的なプロセスの工程
流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図１－６を参照すると、二重ねじ付きガイドワイヤ又は補強ワイヤ１１２を含む再利用
可能なツール１００の態様が示される。ツール１００は、例えば、金属又は押し出しプラ
スチック材料から作られカテーテルチューブ組立体１０４を含む。いくつかの実施例にお
いて、カテーテルチューブは、全体的に可撓性とすることができる。カテーテルチューブ
組立体１０４の遠位端は、例えば、変形可能なプラスチック又は他の柔軟材料で作られた
バルーン構造体１０６を保持する。使用時、バルーン構造体１０６は、例えば椎体の骨の
内部に配置されて拡張して、海綿骨を加圧する及び／又は皮質骨を変位させるようになっ
ている。
【００１８】
　図１及び２に最良に示すように、カテーテルチューブ組立体１０４は、外側カテーテル
本体１０８及び内側カテーテル本体１１０を含む。内側カテーテル本体１１０は、外側カ
テーテル本体１０８を貫通してバルーン構造体１０６に延びる。内側カテーテル本体１１
０及び外側カテーテル本体１０８の近位端は、ツール１００のハンドルとして機能するｙ
形ルーアーコネクタ１０２上のルーアー接続具１１４の遠位端に一緒に結合される。
【００１９】
　図１に示すように、内側カテーテル本体１１０の近位端は、ルーアーコネクタ１０２内
に接合された外側カテーテル本体１０８の近位端を超えて延びる。内側カテーテル本体１
１０の延長近位端は、膨張ポート１２０の近位にある部位でルーアーコネクタ１０２に結
合される。内側カテーテル本体１１０の遠位端は、外側カテーテル本体１０８の遠位端を
超えて延びている。
【００２０】
　バルーン構造体１０６の近位端は、外側カテーテル本体１０８の遠位端に結合される。
バルーン構造体１０６の遠位端は、内側カテーテル本体１１０の遠位端を超えて延びる二
重ねじ付きガイドワイヤ１１２に結合される。二重ねじ付きガイドワイヤ１１２の近位端
は、回転可能なルーアーキャップ１１６に結合される。
【００２１】
　図２に示すように、外側カテーテル本体１０８の内径は内側カテーテル本体１１０の外
径よりも大きい。従って、内部通路１２２が両者の間に形成される。使用時、内部通路１
２２は、例えば、減菌水、放射線不透過性流体、ガス、又は他の流動性物質のような加圧
流動性媒体をバルーン構造体１０６に移送して拡張させるようになっている。ルーアーコ
ネクタ１０２の膨張ポート１２０は（例えば、図１を参照）、使用時に内部通路１２２を
加圧流動性媒体の供給源（図示せず）に結合するように機能する。内側カテーテル本体１
１０は、内部通路１２２の中に内部ルーメン１２４を定める。二重ねじ付きガイドワイヤ
１１２は、内部ルーメン１２４を通って延びる。
【００２２】
　図１及び３を参照すると、ルーアーキャップ１１６は、ルーアーコネクタ１０２上の近
位側ルーアー接続具１１８の周りを回転する。ルーアーキャップ１１６をねじると、内側
カテーテル本体１１０内の二重ねじ付きガイドワイヤ１１２が回転する。ルーアーキャッ
プ１１６をねじることで発生するトルクは、ルーアーコネクタ１０２内の近位側ねじナッ
ト１２８に係合する、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２の第１のねじ部１２６に伝達され
る（参照符号Ａを参照）。近位側ねじナット１２８は、ガイドワイヤ１２２の引張力に対
して固定されたままであるように円錐形とすることができ（以下に説明する）、結果的に
ルーアーコネクタ１０２の内側に閉鎖位がもたらされる。また、近位側ねじナット１２８
は、接着剤、ねじ、ピン等でしっかりとルーアーコネクタ１０２に取り付けることができ
る。
【００２３】
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　また、トルクは、バルーン構造体１０６内の遠位側ねじナット１３０に係合する二重ね
じ付きガイドワイヤ１１２の第２のねじ部１３２に伝達することができる（参照符号Ｂを
参照）。遠位側ねじナット１３０は、バルーン構造体１０６の内部の放射線不透過性マー
カーとして使用できるバルーン構造体１０６内を延びる内側カテーテル本体１１０の一部
に固定されるマーカー１３４を設けることができる。マーカー１３４は、プレーンフィル
ムＸ線、蛍光Ｘ線、ＭＲＩ又はＣＴスキャニングを利用して観察される、放射線不透過性
マーカーとすることができる。
【００２４】
　ナット１２８及び１３０、及びガイドワイヤ１１２の各ねじは、両者が左ねじ又は右ね
じで設計することができる。また、各ねじは、反対方向（一方が左ねじで他方が右ねじ）
で設計することができる。二重ねじ付きガイドワイヤ１１２、近位側ねじナット１２８、
遠位側ねじナット１３０、及びバルーン構造体１０６の相互作用は、図７－１０を参照し
て以下に説明する。
【００２５】
　いくつかの実施例において、図４に示すように、近位側ねじナット１２８の長さは１５
－４０ｍｍとすることができる。近位側ねじナット１２８の穴径は約１．６ｍｍとするこ
とができる。図３及び５に示すように、遠位側ねじナット１３０は、バルーン構造体１０
６の内部にあり、２－３ｍｍの長さとすることができる。遠位側ねじナット１３０の穴径
は約１．０ｍｍとすることができる。
【００２６】
　バルーン構造体１０６を構成する材料は、海綿骨を加圧する機能を最適化するための種
々の物理的及び機械的特性をもつことができる。この特性としては、容積拡張能力、所望
の方法での拡張時の及び骨内部で所望の形状になる際の変形能力、及び／又は海綿骨及び
／又は皮質骨に接触する場合に摩耗、断裂、穿刺に耐える能力を挙げることができる。
【００２７】
　海綿骨を加圧する場合及び／又は空洞を形成する場合、骨内部での拡張形状は、選択さ
れた材料（例えば、ＰＭＭＡ、リン酸カルシウム、骨片等）を充填する場合に、治療され
る骨領域の全域で支持を可能にする空洞の形成を最適化するように選択することができる
。骨折を引き起こす骨疾患が骨粗しょう症のように海綿骨質量の喪失である場合、骨内の
バルーン構造体１０６の形状の選択は、所望の治療結果を得るためにする加圧する必要が
ある海綿骨量を考慮することができる。バルーン構造体１０６の形状を選択するための他
に考慮すべき事項は、標的とする骨折した骨領域の変位量又は押し下げ量である。例えば
、バルーン構造体１０６は、変位量に基づいて選択される１０ｍｍ、１５ｍｍ、又は２０
ｍｍのような所定の長さとすることができる。バルーン構造体１０６の骨内部での拡張は
、骨折した皮質壁を骨折前の解剖学的位置又はその近くまで持ち上げる又は押すことがで
きる。
【００２８】
　図７を参照すると、ツール１００の実施例が示されており、二重ねじ付きガイドワイヤ
１１２は、バルーン構造体１０６の膨張時に該バルーン構造体１０６に固定されたままで
ある。図８は、特定の実施例においてツール１００を利用する手順の一部として実施され
る例示的なプロセスの関連する工程流れ図３００を示す。工程３０２において、ツール１
００のカテーテルチューブ組立体１０４を患者に送出する場合、二重ねじ付きガイドワイ
ヤ１１２をバルーン構造体１０６の遠位側ねじナット１３０に固定する（参照符号２００
を参照）。送出状態において、バルーン構造体１０６を折り畳むことができ、ツール１０
０の軸長さはＬである。
【００２９】
　工程３０４において、バルーン構造体１０６は、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２を遠
位側ねじナット１３０に固定した状態で膨張させることができる（参照符号２０２を参照
）。バルーン構造体１０６の膨張は、例えば、海綿骨内の空洞を加圧すること又はこれを
生成すること、及び／又は背骨の皮質壁を持ち上げることができる。参照符号２０２に示
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すように、ツール１００は、膨張状態で実質的に軸長さＬのままである。
【００３０】
　工程３０６においてバルーン構造体１０６を収縮し、工程３０８においてカテーテルチ
ューブ組立体１０４を取り除くことができる。二重ねじ付きガイドワイヤ１１２は、第２
のねじ部１３２の遠位側ねじナット１３０に対するねじ係合によってバルーン構造体１０
６に固定されたままなので、バルーン構造体１０６は実質的に元の軸長さＬのままである
。
【００３１】
　工程３１０において、ツール１００を使用する治療が終了するとプロセスは３１２で終
了する。しかしながら、治療が更に別のバルーン膨張を含む場合、工程３１０において、
カテーテルチューブ組立体１０４は再利用でき、再挿入され（工程３０２において）、バ
ルーン構造体１０６はその後の使用に備えて再度膨張される。従って、ツール１００は、
バルーン構造体１０６が二重ねじ付きガイドワイヤ１１２によって支持されたままであり
、既知の寸法を有しているので、同じ患者の同じ椎体又は別の椎体において再利用するこ
とができる。
【００３２】
　ここで図９を参照すると、バルーン構造体１０６の膨張時に二重ねじ付きガイドワイヤ
１１２をバルーン構造体１０６から取り除いた実施例が示されている。図１０は、特定の
実施例においてツール１００を利用する手順の一部として実施される例示的なプロセスの
関連する工程流れ図５００を示す。工程５０２において、ツール１００のカテーテルチュ
ーブ組立体１０４を患者に送出する場合、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２をバルーン構
造体１０６の遠位側ねじナット１３０に固定する（参照符号４００を参照）。送出状態に
おいて、バルーン構造体１０６は折り畳むことができる。
【００３３】
　工程５０４において、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２を取り除き、工程５０６におい
て、バルーン構造体１０６を膨張させる（参照符号４０２を参照）。バルーン構造体１０
６の膨張は、海綿骨の空洞を加圧し又はこれを生成し、及び／又は皮質壁を持ち上げる。
また、膨張している拡張バルーン構造体１０６の膨張は、バルーン構造体１０６を軸方向
に所定の量（ΔＬで示す）だけ拡張して、支持されていない拡張領域１３６を形成するよ
うになっている。
【００３４】
　工程５０８において、バルーン構造体１０６を収縮して、工程５１０において、二重ね
じ付きガイドワイヤ１１２をカテーテルチューブ組立体１０４に再挿入する（参照符号４
０４を参照）。例えば、第２のねじ部１３２がバルーン構造体１０６の遠位側ねじナット
１３０と係合するように、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２を回転させることができる。
参照符号４０６に示すように、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２を引き戻して、第１のね
じ部１２６を近位側ねじナット１２８に係合する。従って、バルーン構造体１０６の長さ
は、矢印及び点線で示すように、元の開始位置の長さに戻る。
【００３５】
　工程５１２において、カテーテルチューブ組立体１０４を取り除くことができる。工程
５１４において、ツール１００を使用する治療が終了するとプロセスは５１６で終了する
。しかしながら、治療が更に別のバルーン膨張を含む場合、工程５１４において、カテー
テルチューブ組立体１０４を再挿入して（工程５０２において）、その後の挿入に備えて
プロセスを繰り返すことができる。ツール１００は、同じ患者の同じ椎体又は別の椎体に
おいて再利用することができる。
【００３６】
　前述の実施例において、二重ねじ付きガイドワイヤ１１２、近位側ねじナット１２８、
及び遠位側ねじナット１３０の相互作用は、ガイドワイヤ１１２を膨張後にバルーン構造
体１０６が元の長さに戻るような配置にロックする。ツール１００が、膨張後にバルーン
構造体１０６を元の長さに戻す何らかのロック機構を利用できることことに留意されたい
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【００３７】
　遠位側ねじナット１３０はバルーン構造体１０６内に存在するように説明したが、遠位
側ねじナットは、バルーン構造体１０６の内部又は外部に設けることができる。例えば、
バルーン構造体１０６の外部のねじはリベットの一部として、バルーン構造体１０６の先
端部の一部を形成することができる。
【００３８】
　前述の主題は、例示目的で提示され、限定するものとして解釈すべきではない。図示及
び記載した例示的な実施形態及び応用例に従うことなく、及び請求項に記載の本発明の精
神及び範疇から逸脱することなく、本発明の主題に関して種々の変形及び変更を行うこと
ができる。

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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